様式第1号(第８条関係)　
*裏面(2枚目)の　【添付書類・確認事項チェック表】　も必ず提出ください。
(宛先)白石市長
　　　　　　　　　　　　白石市省エネ家電導入促進事業交付申請兼実績報告書
申請日　　年　　月　　日　　
1. 申請者及び申請額

氏　　名(フリガナ)　　　　　　　　　　　　　　　(　　　　　　　　　　　　)　　　　　　　　

住　　所　(〒989-　　　　　　白石市　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)　　　　　　　　　
　
連絡先　(電話　　　　　-　　　　　-　　　　　) 　(メール　　　　　　　＠　　　　　　　　　　　　　)
補助金申請額(下記①②③の合計額)　　　　　　　　　　　　　　　　円
2.　購入製品の情報
①エアコン　□買換え　□新設　　□増設　　*いずれかにチェックをつけてください。
	[bookmark: _Hlk232786588]購入店舗・
事業所
	購入日
	メーカー・
製品型番
	多段階評価点
(★の数字)
	購入・設置経費(税込)
	補助金額①
(補助1/3)

	
	年
月　　日
	
	
	　　　　　　
　　　　　　円
	　　　　　　
　　　　　　円



②冷蔵庫・冷凍庫　□買換え　　*チェックをつけてください。
	購入店舗・
事業所
	購入日
	メーカー・
製品型番
	多段階評価点
(★の数字)
	購入・設置経費(税込)
	補助金額②
(補助1/3)

	
	　　年
　　月　　日
	
	
	　　　　　　
　　　　　　円
	　　　　　　
　　　　　　円



③テレビ　□買換え　　*チェックをつけてください。
	購入店舗・
事業所
	購入日
	メーカー・
製品型番
	多段階評価点
(★の数字)
	購入・設置経費(税込)
	補助金額③
(補助1/3)

	
	　　年
　　月　　日
	
	
	　　　　　　
　　　　　　円
	　　　　　　
　　　　　　円


*補助金額は、　(1)対象経費×補助率1/3。製品ごとに千円未満切捨(2)上限額(5万円または　　2万円)を比べていただき、いずれか少ない額です。
3.振込先に関する情報
[bookmark: _Hlk233362495]金融機関名(　　　　　　　　　　　　　　　　　　　□銀行□信組□農協□金庫　□ゆうちょ銀行　)
店名(　　　　　　　　　　　□本店　□支店　□支所　□出張所)
金融機関コード(４ケタ)　　　　　　　　　　　支店(店番)コード(３ケタ)　　　　　　　　　　　　　　　
預金種別(種目)　(□普通　□当座　□その他)　　口座番号　　　　　　　　　　　　　　　　
口座名義人＜カタカナ＞　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
[bookmark: _Hlk233099647]【添付書類・確認事項チェック表】　
*以下のチェック項目をよく確認の上、□にチェック印(レ点等)をつけてください。
記入漏れやチェック事項に誤り等がありますと申請書を受理できません。
	
【添付書類】

□購入した製品のレシート全体または領収書または明細書等の写し
　　＊購入(設置)者(申請者と同一名義)、購入(設置)日、購入(設置)金額、製品型番、購入した店舗・事業所の名称と所在地がわかるもの

□購入した製品の製造元の保証書の写し　　
　　*製造元(メーカー名)、購入日、製品型番、購入者(申請者と同一名義)の氏名及び住所、購入した店舗・事業所の名称と所在地がわかるもの

□(買換えした製品の場合)買換え前の製品に係る家電リサイクル券(排出者は申請者と同一名義)の写し

□機器の設置状況が分かる住居内の写真（画像）

□振込先通帳等の写し(申請者と同一名義)
　　*金融機関名、店名、預金種別、口座番号、口座名義人等がわかるもの



【確認事項】
□申請書は、申請者(使用者)＝購入者(支払者・排出者)＝口座名義人となっています。
□購入・設置した製品は白石市内の店舗・事業所で購入及び設置した製品で、中古品または転売品ではありません。
□購入した製品は、住民票に記載された私の住宅に設置しました。
[bookmark: _Hlk233356547]□この補助金の交付に当たり、必要な範囲で世帯全員に関する情報を白石市が住民票関係情報等により確認することに同意します。
□白石市が２０５０年「二酸化炭素実質排出ゼロ」を目指す「ゼロカーボンシティ」宣言をしていることを理解しました。
●エアコン設置の方　　　　
□地球温暖化対策として「適切に温度管理」することに努めます。
●冷蔵庫・冷凍庫設置の方
□地球温暖化対策として「冷やした水分をこまめに補給」することに努めます。
●テレビ設置の方　　
[bookmark: _Hlk232177655]□地球温暖化対策として「暑さ情報を詳しく把握」することに努めます。
●各機器共通
□設置した機器を、補助金の交付を決定した日から起算して法定耐用年数(テレビは5年、その他は6年)以上使用することに努め、補助金の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸付または担保にしません。
